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第８章

欧米系インテグレーターの
アジア市場戦略と対中国事業展開

小島 末夫

第８章 欧米系インテグレーターのアジア市場戦略と対中国事業展開

はじめに

国際航空運送協会（International Air Transport Association: IATA）が毎年公

表している統計によると，航空会社別の貨物輸送実績上位のうち，国際貨

物と国内貨物を合計した順位では，２０００年代以降ほぼ一貫して航空貨物取

扱量および航空貨物輸送量ともに第１，２位を独占してきたのが，米国の

FedEx社（FedEx Corporation）とUPS社（United Parcel Service）の両社であっ

た（１）。たとえば，FedEx社１社の貨物取扱量は IATAに加盟している航空会

社の上位５０社の総量の約１６％（２０１５年）と，世界全体の貨物取扱量のうちか

なり大きな割合を占めているのがわかる。

この２社に加えて，ドイツポスト（Deutsche Post AG）傘下の DPDHL

社（Deutsche Post DHL）を含めた３強が，いわゆる三大インテグレーターと

呼ばれる欧米の国際総合物流大手企業である（２）。ちなみに，インテグレーター

（Integrator）とは，「航空会社とフォワーダー両方の機能を併せ持つ輸送事

業者」のことを指す（日通総合研究所編２００７，３１）。一般的に，航空貨物輸送

では従来航空会社は空港から空港までの空の部分，それに対してフォワー

ダーは戸口から空港まで，または空港から戸口までの集荷や配達と，その
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役割が明確に分担されてきた。しかし，１９７０年代後半に始まった米国の航

空貨物業界での規制緩和により，フォワーダーのなかには自ら航空機を所

有し，文書や小口の急送貨物などのエクスプレス商品を主体にドア・ツー・

ドア型の宅配輸送サービスを１社単独で提供するような「統合型の物流業

者」が出現することとなった。このような輸送業者こそ，既存の航空会社

と区別してインテグレイティッドキャリア（Integrated Carrier），あるいは単

にインテグレーターといわれるものである。

国際航空貨物輸送に関しては，地域別ではアジア太平洋地域が目下，世

界最大の市場であるとともに，今後とも伸びの顕著な同地域が世界の成長

をリードしていくものと見込まれている。実際，日本の国土交通省は『２０１５

年版交通政策白書』における「世界の航空貨物輸送量予測（２０１２～２０３２年）」

のなかで，同地域の航空貨物輸送量は年平均５．９％の成長が予測されること

に言及している。そのうち東アジア地域（中国，日本，韓国，台湾）はアジア

市場全体の約７割を占めており，とりわけ世界で米国に次ぐ２番目の経済

規模を有する中国の旺盛な貨物需要が大きな推進力を担うものとみられて

いる。

そこで，本章では，欧米系インテグレーターの動きに焦点を当てる。欧

米系インテグレーターにとって戦略上このように重要な位置づけにあるア

ジア地域，とくに中国への航空輸送網の拡張および拠点（ハブ）の構築のた

めの取組みについて考察する。なかでも，アジア市場を開拓していくうえ

で欧米系インテグレーターの照準が，日本から台湾・フィリピン，さらに

中国へと移行した過程をおもに説明する。

第１節 アジア地域で進む航空物流施設の拡充

欧米系インテグレーター各社は，ダイナミックな成長を続けるアジア地

域において，従前から国際航空ネットワークの伸長を積極的に図りつつイ

ンフラ投資を増強することにより，急増する貨物輸送ニーズに対応できる

ような態勢を着々と整えてきた。そうしたなかで，アジア地域への事業参
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入にあたり市場開拓の具体的なターゲットにまず選ばれた先が，米国＝ア

ジア間の中継拠点として重要な地理的位置にある日本であった。周知のと

おり，日本がアジア地域にあっていち早く高度経済成長を達成し，先進国

の仲間入りをした唯一の国である点も，それを後押しする要因になった。

こうして日本発着ないしは日本を経由する国際航空貨物市場には，アジア

戦略の一環で欧米系インテグレーターの進出が盛んになっていくのである。

１．太平洋路線乗入れをめぐる確執

DHL 社は１９７２年６月，すでに設立されていた香港 DHL インターナショ

ナル社（Hong Kong DHL International）の日本支社として東京に事務所を開

設し，日本に上陸した初のインテグレーターである。また１９７９年８月には，

DHL ジャパン株式会社に改名し，日本法人として独立することで新たなス

タートを切った。つまり，同社は競合他社に先駆けて日本への進出を果た

すことになった。ただし，同社も自社一貫体制では高まる国内需要に十分

応えきれなかったため，１９８２年３月からは阪急国内空輸と提携することで

全国をカバーする体制がつくりあげられた。

一方，米国で通常はExpress Delivery Service（EDS）企業と呼ばれたFedEx

社と UPS社が，日本を含めアジア地域に目を向け本格的に進出し始めたの

は１９８０年代に入って以降のことである。米国が日本を重要視した要因には，

当時はまだ今日と事情が大きく異なり米国発の航空機の飛行時間が現在よ

りも短かったため，日本以遠のアジア地域の国・地域へ飛行する際には日

本への寄港を余儀なくされたことが挙げられる。

このうち FedEx社の日本での歩みについては，１９８４年１月，ヨーロッパ

とアジア地域に拠点を構えていた米国の国際宅配便会社であるジェルコ・

エクスプレス・インターナショナル社（Gelco Express International）を買収

し，その日本支社をそっくり肩代わりする形で足がかりを築いたことに遡

る。同年３月には東京丸の内に第１号のビジネス・サービス・センターを

開設して，遂に日本進出を行ったのである。さらに同年８月には，日本法

人のフェデラル・エクスプレス・ジャパン株式会社を創立し，航空機によ
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るエクスプレス業務全般のサービスをスタートさせた。しかし，同社が日

本での事業展開を始めた当初は，上記の DHL社と同じ方式を採用し，既存

の航空会社の定期便スペースを利用しての宅配サービスであった。

日本の国際航空貨物業界にとって，インテグレーター同士の競合が著し

いこの時期における最大の関心事項は，日米航空協定（３）に基づく日米間の太

平洋路線乗入れをめぐる動向であった。つまり，どの航空会社が同路線に

乗り入れることができるか，まさに注目を集めていたのである。

そのような矢先，DHL社は１９８６年４月，FedEx社に対抗すべくライバル

の UPS社と合弁で小口貨物専門の航空会社を設立することで双方合意に達

し，調印が行われた。両社の出資比率は５０対５０の折半で設立をみた新会社

は，インターナショナル・パーセル・エクスプレス（International Parcel

Express: IPX社）と名づけられ，数社連合もあり得るとされた。同時に，太

平洋路線への乗入れ申請についての新たな発表があわせてなされた。DHL

社は独自ですでに申請していたものの，単独申請よりも認可のおりる可能

性が高い点をふまえて同合弁会社による再申請を行うという，申請のやり

直しを表明した。ここに日本への乗入れ権獲得をめぐっては，DHL社・UPS

社連合対 FedEx社の争いの様相を呈するようになった。最終的には，米国

国内でネットワークを張りめぐらした FedEx社が同権益を勝ちとり，１９８８

年６月には米国ポートランド＝成田国際空港（以下，成田空港）間で自社機

（DC―１０型）の第１便を就航させたのであった（伊藤１９９２，５４―５６）。

FedEx社はさらに，１９８８年１２月には米国の貨物専門航空会社フライング・

タイガー航空（Flying Tiger Line: FTL社）（４）の持ち株会社であるタイガーイン

ターナショナル社（Tiger International Inc.）の買収合意について発表し，翌

１９８９年８月には同社を完全統合するに及んだ。FTL 社は当時世界最大の貨

物専用路線を抱えていたことから，FedEx社は FTL社に与えられていたア

ジア・ヨーロッパ地域など２１カ国（ただし，中国を除く）への路線権を一挙

に収得することとなった。日本に関していえば，同社はそれまで１日１便

しか乗入れが認められていないような状態で，取扱貨物も小口貨物に限定

されるなどの制約を受けていた。この FTL社の買収によって，１日２便の

乗入れと一般貨物の取扱いが認可されるようになった（石川２００４，２１２）。こ
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れを契機にして FedEx社は，日本からアジア諸国への以遠権を手に入れた

ことになり，航空ネットワークを容易に広げたのである。また発着枠など

の面でも，同社は広範な運航権益（便数）を保有する日米間貨物インカンバ

ント・キャリア（Incumbent Carrier）（５）に格上げとなり，アジア太平洋市場で

の成長の基盤を固めた。

一方，太平洋路線への乗入れができなかった DHL社はその後，外部から

の資本参加受入れという新たな決断を下した。１９９０年５月，DHLインター

ナショナル社は日本航空（Japan Airlines），ドイツのルフトハンザ航空

（Deutsche Lufthansa: LH社），日商岩井（現・双日）の３社とのあいだで，

同社への資本出資について合意をみたのである。そして同年１２月には，資

本金払い込み完了による正式な調印が行われた。当初の出資比率は，日本

航空５％，LH社５％，日商岩井２．５％で，残りの８７．５％がDHL社であった。

パトリック・ルポ（Patrick Lupo）DHL社会長（当時）は，「このたびの正式

調印により，国際宅配便市場が年率３０％の伸びを示している米国，ヨーロッ

パおよびアジアの３地域を結ぶ，世界初の国際貨物物流ネットワークが構

築されることになる」とのコメントを発表していた（伊藤１９９２，５８）。また

１９９２年６月には，上記契約時の１８カ月以内における最終資本参加というオ

プション条項に基づき，日本航空２５％，LH社２５％，日商岩井７．５％へと各

社の保有株式がいったんは引き上げられた。しかし，１９９９年から２００２年のあ

いだに３社ともそれぞれ自社保有分のすべての株式を売却した。そうして

最終的には，ドイツポストがDHLインターナショナル社の全株式を購入し，

子会社として同傘下に収めるようになったのである。

他方，UPS社に関しては，１９８６年１０月にヤマト運輸（Yamato Transport）

と業務提携する方法で日本市場に進出し，１９９０年１２月には折半出資で両社

合弁のヤマト・ユーピーエス株式会社を設立して，日本での営業を開始し

た。翌１９９１年以降では成田空港への自社機乗入れ（６）が始まり，日本での国際

エクスプレス事業が拡大された。とはいえ，２０００年４月になると経営立て

直しのためリストラ策が断行され，３事業部門制が導入されてヤマト・ユー

ピーエスを継承会社とする３社に分割されるに至った。UPS社はそのうち，

国際宅配便を扱う専門会社のユーピーエス・ヤマト・エクスプレス株式会
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社（UYE）への出資比率を５１％に引き上げ，マジョリティを握る形での再ス

タートとなった。さらには２００４年３月末をもってヤマト運輸との合弁会社

の運営が解消され，UPS社全額出資の日本法人ユーピーエス・ジャパン株

式会社とすることで同年４月１日より営業を始め，日本でのエクスプレス・

オペレーションを完全に自営化したのであった。こうした UPS社の行動の

裏には，双方のモットーとしている経営哲学がそもそも異なっており，ヤ

マト運輸側の国際エクスプレス便の集荷力に不満があったとも伝えられる。

このように UPS社の日本市場に対する進出方式としては，最初は日本企

業との戦略的提携により参入を果たしてきたものの，最後には合弁路線を

捨てM&Aによる自前化の動きを強めている姿勢がうかがえる。なお，前述

した IPX社については，UPS社が DHL社の株式持ち分（５０％）を買い取る

ことにより，１９８８年１月からは UPS社の名称のもとで引き続き事業が展開

されるようになった。

２．アジア路線の拡張と国際航空ネットワーク

世界を代表するインテグレーターが，急成長のアジア地域に揃って照準

を合わせるなかで，１９９０年代に入っておもにめざした先は台湾とフィリピ

ンであった。

UPS社は１９８８年７月に香港のアジアン・クーリエ・システム（Asian Courier

Systems: ACS社）の買収を完了して，日本を除くアジア地域への足がかりを

すでに得ていた。つぎに検討されたのが，アジアでの拠点（ハブ）を一体ど

こに設けたらよいかという点である。UPS社としては，東京からシンガポー

ルまでの区域を即日で配達するために，それぞれの都市から４時間程度で

輸送できるような空港が必要との認識であった。その際に最終段階まで対

象として考慮された候補地は，香港，ソウル，成田，マカオ，マニラ，スー

ビック湾，台北の７空港だったといわれる。そのなかで，最後まで残った

のが台北であった。すなわち，まず香港の空港は新空港移転前の香港啓徳

空港であったために離発着回数に制限があったこと，香港を経由してほか

の都市へ飛行する場合には香港から「第５の自由」（以下，以遠権）（７）の取得
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が必要であり，その取得に時間がかかること，などの理由で断念された。

ついで成田とソウルは，アジア北部に位置している空港であるため敬遠さ

れた。さらにマニラとマカオについては，工業と商業の発展が台北より遅

れているだけでなく，マニラでは工業品輸出が台北より少ないこと，観光

客中心の運営をしていたマカオでは当時は金融における輸出業務がなく，

空港が小さくて周辺地域の開発に限度があること，などがマイナス要因と

なった。またスービック湾は国際線における旅客機の運航がなく，マニラ

はスービック湾から陸路で半日かかること，フィリピンは台風の影響を受

けやすいことなどにより，選択肢からはずされた（池上２００８，１６２―１６３）。

このような検討結果をふまえ，UPS社は１９９６年３月に台湾の交通部民用

航空局と覚書を締結し，中正国際空港（８）で航空貨物の輸送業務を行うことに

関して合意に達した。同社はそこに４億ドルを投資して，２４時間通関作業

のできる全天候型施設を建設することにした。こうして同社の専用施設の

運用は，１９９８年４月から開始された。この台北ハブの構築は，当時として

はまさに米国ケンタッキー州のルイビル空港にある同社のスーパーハブ「ワー

ルドポート」のアジア版とも目されるものであった。しかも，１９９６年４月

の日米航空交渉における貨物分野協議での基本合意（９６MOU）を受けて，

UPS社が関西国際空港（以下，関西空港）（１９９４年９月開港）を経由する「以

遠権」付きの台湾航空路線を開設する権利を獲得したことが追い風となっ

た。実際，同社の当時アジア太平洋地区支配人であったチャールス・アダ

ムス（Charles Adams）は，「これはアジア太平洋地域の配送網を築くための

骨格が完成したというに等しい」と述べている（『SPACE』１９９６年１１月号，６）。

これに対して FedEx社は，後述するように前年の１９９５年９月にはフィリ

ピンのスービック湾をすでにハブ化していたが，１９９７年１月に UPS社と同

様，台湾の交通部民用航空局との合意を経て同年８月から台北でも輸送業

務を始動したのである。その背景には，台湾政府が FedEx社に中正国際空

港のハブ利用について提案し好条件を示したこと，台湾の方がスービック

湾よりも米国本土に８００キロメートル以上近いために貨物搭載制限の心配が

なかったこと，などの要因が強く働いたものとみられている（木下１９９９，６２）。

そのため台湾政府の法的整備も相まって，両インテグレーターは１９９８年以
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降，自社で航空貨物輸送にかかわる業務を推進することができるようになっ

た。

それでは，台湾の国際航空貨物輸送において両インテグレーターは，こ

れまでどのような路線に貨物専用機（フレイター）をどれだけの便数運航し

てきたのであろうか。これに関する台湾の資料では，交通部民用航空局が

毎年発行している『民航統計年報』（１９９５年創刊）を利用することにより，お

おむね関連情報の入手が可能である。具体的には，この年報から航空会社

別に国際貨物専用機で運行されている歴年の路線数（運航ルートも含め）と

週便数および飛行距離などのデータを得ることができる。

表８―１は，台湾桃園国際空港（以下，台湾桃園空港）における FedEx社と

UPS社両社の週便数（年間平均）の推移を歴年別に示したものである。参考

までに，日本の成田・関西両空港におけるそれと比較対照するためあわせ

て列挙した。この表から明らかなように，両社とも総じて週便数の減少と

路線数の漸減傾向が特徴として読みとれる。とりわけ，UPS社の週便数の

大幅減が顕著にみられる半面，FedEx社の方は相対的に落ち込みの程度が

緩やかなのが目立つ。そうした原因のひとつとしては，アジアNIESの一角

を占めていた台湾の経済成長鈍化にともない，米国とアジア地域を結ぶ航

インテグレーター 国際空港 ２０００年 ２００５年 ２００７年 ２０１０年 ２０１３年 ２０１４年

FedEx社

台湾桃園 ７２便
（２３路線）

５０便
（１７路線）

３９便
（１３路線）

４０便
（１２路線）

３９便
（１４路線）

４５便
（８路線）

成田 ― ５７便 ５６便 ４１便 ４０便 ４８便

関西 ２７便 ２８便 ― ３８便 ３８便 ５１便

UPS社

台湾桃園 ３７便
（１６路線）

７８便
（１３路線）

３９便
（１１路線）

１７便
（７路線）

３０便
（９路線）

１５便
（４路線）

成田 ― ２５便 ２０便 ２０便 ２５便 ２０便

関西 １２便 ２３便 ― １８便 １８便 １８便

表８―１ FedExと UPS両社の台湾桃園・成田・関西各国際空港における週便数の推移

（出所） 台湾桃園：台湾交通部民用航空局（各年版），成田：成田国際空港株式会社の提供デー
タ，関西：新関西国際空港株式会社へのヒアリング資料（２０１５年６月３０日），より筆者作
成。

（注） 週便数については，台湾桃園が年間平均，成田が当該年の１１月，関西が夏期ダイヤの便
数を表わす。なお，関西の２００５年値のみ２００６年データ。
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空貨物輸送における台湾の中継基地としての役割縮小が挙げられる。また，

近年では成田・関西両空港への運航便数が，台湾のそれよりもむしろ上回っ

てきていることがわかる。ただ，そうしたなかで，UPS社は２０１４年５月に

台湾桃園空港の「トランス・パシフィック・ハブ」を正式に開設したと改

めて表明していることから，今後どのような貨物流動の変化が起きるのか

注視すべき点である。

さらに，『民航統計年報』から FedEx社と UPS社２社のおもな台湾桃園

空港運航ルート（便数の多い順）と週便数の詳細をまとめると，表８―２のよう

になる。これは，両社が台湾での航空輸送業務を本格的に始めた１９９８年以

降のうち，とくに２０００年と２００５年に遡って比較したものである。まず FedEx

社は，フィリピンのスービック湾にアジア域内ハブを設置した５年後の２０００

年が，台北への就航頻度がピークの状態（週７２便）にあった。そのうえ，台

湾全体の国際航空貨物路線（１４０路線）のうち，同社だけで１６％に当たる２３

路線が運航されており，なかでも台北＝スービック湾間の往復直行便の多

さが際立っていた。それに対して UPS社に関しては，台北ハブが稼働して

約１０年の２００５年に至り，路線数は全１３路線とそれほど多くないものの，台北

発着の運航ピークを迎えていたことが理解される。とくに便数の面では，

年途中で停止された路線も含めると，総便数（週７８便，つまり１日当たり平均

１１便）の約８割近くが週１０便以上を数える５つの路線（おもに台北＝アンカレッ

ジ便）に集中していた点が特筆されよう。

つぎに，フィリピンへの進出をみる。まず，FedEx社は１９９２年にアジア

太平洋地域の統括本部をハワイから香港に移した後，海外展開にあたって

１９９５年９月には上述したとおり，フィリピンのスービック湾にまずアジア

太平洋地区ハブを開設した。加えて，そこを起点とする「フェデックス・

アジアワン」（FedEx Asia One）という革新的な航空ネットワークを開発し，

同サービスの運用が開始された。これは，スービック湾をハブにアジア地

域の主要１１都市（９）と自社航空機で結び，翌日配送サービスを提供するもので

あった。つまり，同社の本拠地である米国テネシー州メンフィスと同じよ

うなハブ・アンド・スポークシステム（Hab and Spork System）に基づく取

扱いが，アジア太平洋地域内でも始まったことを意味している。その後，
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フェデックス・アジアワンには，中国の上海と北京のほか，バンコク，ジャ

カルタ，シドニーなどの都市も新たに加わり，２００１年段階では合計１９都市

へと拡大された。スービック湾をアジア域内ハブとして確立できたのは，

FedEx社が運航に必要な権益を獲得できたためである。というのは，フェ

デックス・アジアワンの運用開始から約１カ月後，米国政府はフィリピン

政府と新しい航空協定を締結した。締結された航空協定の内容には，フィ

リピン以遠の運航のために機材や乗員の変更を行う無制限の権利を米国企

業に付与するとの条項が含まれていた（石川２００４，２２４―２２５）。また，このよ

FedEx社 UPS社

２０００年

・２３路線（計１５万５，４７３km）週７２便
�台北～香港～スービック（２，０００km）
週７便

�メンフィス～アンカレッジ～ソウル
～台北（１万２，９７１km）週７便

�スービック＝台北（１，２４０km）週６便
�台北～大阪～オークランド～サンフ
ランシスコ（８，８７６km）週５便

�台北～アンカレッジ～インディアナ
ポリス（１万３，１８７km）週５便

�台北＝スービック（１，２４０km）週５便
�香港＝台北（９０７km）週５便

・１６路線（計２２万５，３０４km）週３７便
�アンカレッジ～関西～台北～関西～
アンカレッジ（１万９，６９０km）週６
便

�アンカレッジ～東京～台北～東京～
アンカレッジ（１万９，５８３km）週５
便
�香港～台北～シンガポール（４，３７６

km）週５便
�シンガポール～バンコク～台北～シ
ンガポール（７，９０６km）週５便

２００５年

・１７路線（計１１万１，１７９km）週５０便
�台北＝スービック湾（１，２７０km）週１１
便

�東京～マニラ～台北（４，４７３km）週６
便

�スービック湾～香港～台北（２，０２４
km）週５便

�台北～大阪～オークランド～サンフ
ランシスコ（１万８８８km）週５便

�台北～アンカレッジ～インディアナ
ポリス（１万２，７８８km）週５便

・１３路線（計１７万２，８１０km）週７８便
�台北～東京～アンカレッジ（７，７００

km）週１５便（ただし，年途中で停止）
�台北～仁川～アンカレッジ（７，５６５

km）週１３便
�台北～大阪～アンカレッジ（７，６１７

km）週１２便（ただし，年途中で停止）
�ルイビル～ケルン～クラーク～台北
（１万７，７９０km）週１１便

�台北＝アンカレッジ（７，５２４km）週１０
便

�台北～クラーク～アンカレッジ
（９，６１４km）週５便

�台北～ムンバイ～ケルン～アンカレッ
ジ（２万５１５km）週５便

表８―２ FedEx社と UPS社のおもな台北運航ルートと週便数

（出所） 交通部民用航空局編（２００１，３４；２００５，４７）より筆者作成。
（注） 一部に同一路線で飛行距離の差異がみられるものの原文のまま。台北とは台湾桃園空港

を指す。
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うな権益を入手できたもうひとつの背景には１９９０年代初頭に米国海軍がスー

ビック基地を撤収したのにともなって，フィリピン政府から同社が請われ

てその跡地を受け継ぎ進出したという経緯がある。

UPS社の場合は，FedEx社に遅れること７年の２００２年４月にフィリピン

への進出を果たし，パンパンガにあった旧クラーク空軍基地（後のディオス

ダード・マカパガル国際空港）に新しいアジア域内ハブを開設した。同ハブは

クラーク経済特区内に位置しており，通関手続きなどの面での便宜供与が

期待され，アジア地域の主要都市から４時間圏内にあるという地の利に恵

まれている点が評価された。旧クラーク空軍基地発着の貨物航空機が結ぶ

のは関西，成田のほか，北京，上海，仁川，香港，台湾桃園，シンガポー

ルのチャンギ，インドのムンバイの９カ所であり，当初は週７０便のフレイ

ターが離発着していた。当時，UPS社にとってアジア地域におけるハブ空

港の役割分担は，新設された旧クラーク空軍基地はアジア全体をつなぐト

ランジット機能が主であり，先に述べた台北についてはそれと異なり，米

国とアジアを結ぶアジア太平洋域内ルートのハブとして今後も運用してい

くとの紹介がなされていた（『SPACE』２００２年６月号，１０―１１）。

そのほかDHL社については，自社貨物機を多数保有してグローバル・ネッ

トワークを構築している FedEx社や UPS社と異なり，ノンアセット型で傘

下の航空会社やリース会社を利用するバーチャルネットワークを展開中で

ある。実際，貨物航空会社との機材，乗員，整備，保険つきリース（Aircraft,

Crew, Maintenance, Insurance: ACMI）や定期チャーター便の活用，また貨物

航空会社および旅客便航空会社のスペースブロックによって，世界最大の

航空輸送キャパシティ（１日平均の輸送便数は国内・国際合計で約２３８０便）を

確保しているという（『日刊 CARGO』２０１５年７月２８日）。同社の国際航空輸送

ネットワークに関しては，香港のキャセイパシフィック航空（国泰航空――

Cathay Pacific Airways）との合弁航空会社であるエア・ホンコン（香港華民航

空――Air Hongkong: AHK社。出資比率はDHL４０％）が香港から日本を含むア

ジア主要都市に就航しているほか，ドイツのルフトハンザ・カーゴ航空

（Lufthansa Cargo）との折半出資の合弁航空会社であるエアロ・ロジック

（Aero Logic: BOX社）が中国および香港＝ヨーロッパ間を結び，また米国の
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フレイター・キャリアであるポーラーエアカーゴ（Polar Air Cargo: PAC社）（１０）

が日本・中国・香港＝米国間の太平洋路線をおもに運航し，そのスペース

をそれぞれ利用している（『荷主と輸送』２０１１年７月号，３４）。

こうして DHL社は，世界の主要地域における輸送容量の強化・拡大に成

功しており，他社に大きく依存する航空輸送体系にあるとはいえ，自社キャ

パシティの拡充ともあわせ，ピークシーズンなどでも柔軟なスペース展開

を可能にしているのである。なお，同社の長距離国際ネットワークでは，

基本的に米国籍の PAC社と，ドイツ国籍でヨーロッパの航空会社として運

航権益のある BOX社が二本柱になっている。

３．マルチ・ハブの構築と拠点形成

一般的に，欧米系インテグレーターは，基本戦略としては市場規模をふ

まえつつ，世界全体を北米地域，ヨーロッパ地域，アジア太平洋地域とい

う３つの地理的市場（昨今では新興市場も追加）に大きく区分し，その対応に

取り組んできている。世界中で国際航空輸送ネットワークを着実に拡張し，

各地で拠点（ハブ）化への投資も積極的に実施してきた。

なかでも，その得意とするエクスプレス・サービス業界で市場規模の一

番大きいアジア太平洋地域では，近年集荷拠点としての航空ハブの建設ラッ

シュが生まれている。インテグレーター同士の熾烈な競争が繰り広げられ

るなかで，同地域の物流インフラと輸送能力の向上に注力されており，自

社ハブ施設の整備・増強が一段と進むような状況にある。こうして同地域

では，マルチ・ハブ戦略のもと，ハブの用途をイントラアジア輸送とグロー

バル輸送に分けた取組みが加速しているのである（『日刊 CARGO』２０１４年４

月９日）。複数の拠点化で高まる航空輸送の需要に対応していこうとの姿勢

が如実に表れている。ここにアジア太平洋地域をシームレスに２４時間態勢

でつなぐような，力強いハブ・アンド・スポークシステムが形成されつつ

あるといえよう。

とりわけ，競合他社と同じくマルチ・ハブ化を進め顕著な動きをみせて

いる例が FedEx社である。同社では従来，創業当時から飛行機１機追加す

248



るにも，新拠点を１カ所オープンする場合にもオペレーションズ・リサー

チ（Operations Research: OR）（１１）の手法を使ったシミュレーション分析を執拗

なほど行ってきたとされる。そのグローバル戦略は，米国での一点集中ネッ

トワークを世界規模で拡大することに特徴がみられる。つまり，アジアと

ヨーロッパ地域でそれぞれ巨大ハブを真ん中におき，周りに衛星的な拠点

を展開するという考えである（伊倉２０１１，３６―３９）。この考え方に基づき，全

米ネットワークの仕組みとノウハウを適用できるような航空機による国際

輸送ネットワークを構築することで，アジアやヨーロッパ地域と結び付け

た巨大なハブ・アンド・スポークシステムができ上がったのである。それ

が，すでに述べたアジア地域におけるフェデックス・アジアワンであり，

またヨーロッパ地域では１９９９年に導入されたフェデックス・ユーロワンに

ほかならない。

それでは，欧米系インテグレーターは具体的にマルチ・ハブをどのよう

に構築してきたのであろうか。各社ごとに空港別の国際エクスプレスハブ

形成とあわせ，その時代的変化との関連についても以下みていくことにす

る。

欧米系インテグレーターの世界主要地域における国際ハブ空港を一覧表

にして示したのが表８―３である。そのうち，とくにアジア地域における既存

ハブの稼働状況について，欧米系インテグレーターの取組みをもう少し詳

細に捉えると次のようになる。

地域

インテグレーター
北米

アジア太平洋
ヨーロッパ

地域ハブ

DHL 社 シンシナティ 香港
上海

シンガポール
バンコク

ライプチヒ

FedEx社 メンフィス 広州 関西
シンガポール パリ

UPS社 ルイビル 上海 深�
香港 ケルン／ボン

表８―３ 欧米系インテグレ―タ―の世界主要地域における国際ハブ空港

（出所） インテグレーター各社のウェブサイトなどより筆者作成。
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最初に，DHL 社では２０００年３月にキャセイパシフィック航空とアライア

ンスを結成し，それを契機にアジア地域の航空ハブをフィリピンのマニラ

から香港に移した。そして２００２年１０月に，香港空港当局とフランチャイズ

契約を締結して新たなハブ建設に着手し，２００４年８月には香港国際空港（以

下，香港空港）内に当時としてアジア太平洋地域最大の「セントラル・アジ

アハブ」を開設し，物流施設の拡張計画（当初より５年前倒しで２００８年９月に

完了）も推進してきた。ついで２００６年１１月には，バンコクのスワンナプーム

空港にインドシナ地域への玄関口の役割を果たすべく，「バンコク・ハブ」

をオープンさせた。その後２０１２年７月には，中国の上海浦東国際空港（以下，

上海浦東空港）で「北アジアハブ」を稼働させた。さらにシンガポールのチャ

ンギ空港ではチャンギ航空貨物センター内に２４時間稼働するハブ拠点とし

て，新たに「南アジアハブ」の建設が着工されており，２０１６年１１月には同

施設が開設され，その運用が始められている。これに関して，同社のアジ

ア太平洋地区 CEOであるジェリー・スー（Jerry Hsu）は，「南アジアハブは

シンガポールおよびチャンギ空港の地域との接続性を背景に，我々のグロー

バルマルチ・ハブ戦略を強化する。上海，香港，バンコク，シンガポール

というアジア太平洋地区での４つのハブは，DHL社のエクスプレスゲート

ウェー域内７０拠点以上と接続している。」とコメントしている。なお，DHL

社ではアジア太平洋地域で機材４０機以上を投入し，１日当たり６９０便以上を

運航しているという（『日刊 CARGO』２０１５年３月１０日）。

また FedEx社の場合は，アジア地域で近年，航空ハブの建設が相次いで

いるのが目立つ。すなわち，フィリピンのスービック湾から移転された「ア

ジア太平洋地区ハブ」が２００９年２月に新しく中国の広州白雲国際空港（以下，

広州白雲空港）で開業したのをはじめ，２０１２年１０月にチャンギ空港で「南太

平洋地区ハブ」を稼働させた。さらに，２０１４年４月には関西空港に「北太

平洋地区ハブ」を開設したのであった。

一方，UPS社は，アジア地域ではいち早く１９８８年に航空ハブを香港空港

に設けているほか，上海浦東空港内に設立した大型ハブが２００８年１２月に開

業し，２０１０年５月には深�宝安国際空港（以下，深�宝安空港）にアジア域
内ハブを開設している。とくに国際ハブ空港の変遷を年代順に追ってみる
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と，１９９６年の台湾桃園空港から２００２年の旧クラーク空軍基地，そして２００８年

の上海浦東空港という順序で国際ハブが移ってきており，経済成長の重点

移動とともに時代の経済変動を密接に反映して移転されてきたものである

ことがわかる。

こうした欧米系インテグレーターによる従前の航空ハブ設置の動きを，

国際空港評議会（Airports Council International: ACI）が発表する世界の空港別

貨物取扱量ランキングごとにみていくと，表８―４のとおり整理される。

これをよくみると，とくに２０００年代後半に入ってから，各社がそれぞれ

競い合いながら航空ハブをつぎつぎと開設し，アジア地域内の同体系が順

次確立されてきた姿が浮かび上がる。そして，２０１４年の年間貨物取扱量が

１００万トンの大台を上回った空港（上位２３位以内）のなかには，アジア地域か

ら約半分の１０空港がランクインしている。このうち，上位にランクされた

香港空港と上海浦東空港には DHL 社と UPS社が，またチャンギ空港には

FedEx社と DHL社といった具合に，複数のインテグレーターが進出して航

空貨物ハブの運用を行っている点を勘案すると，現地の国際航空貨物取扱

量の増大に少なからぬ貢献をしていることが想定される。これは，２０１０年

の上海浦東空港や広州白雲空港で順位が２００５年より上昇していることから

空港名
２００５年 ２０１０年 ２０１４年

航空ハブ（設置年）
順位 取扱量 順位 取扱量 順位 取扱量

香港 ２ ３４３ １ ４１７ １ ４４２ ・UPS社の香港ハブ（１９８８年）
・DHL社のセントラル・アジアハブ（２００４年）

上海浦東 ９ １８６ ３ ３２３ ３ ３１８ ・UPS社の国際ハブ（２００８年）
・DHL 社の北アジアハブ（２０１２年）

チャンギ １０ １８５ １１ １８４ １３ １８８ ・FedEx社の南太平洋地区ハブ（２０１２年）
・DHL 社の南アジアハブ（２０１６年）

広州白雲 ２６ ７５ ２１ １１４ １８ １４５ ・FedEx社のアジア太平洋地区ハブ（２００９年）

スワンナ
プーム １９ １１４ ２０ １３１ ２１ １２３ ・DHL 社のバンコク・ハブ（２００６年）

深� － － ２５ ８１ ２５ ９６ ・UPS社のアジア域内ハブ（２０１０年）

関西 ２２ ８７ ２６ ７６ ３１ ７５ ・FedEx社の北太平洋地区ハブ（２０１４年）

表８―４ アジアの主要空港別世界貨物取扱量ランキングと航空ハブの設置状況

（出所） ACI（各年版）より筆者作成。
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明らかである。さらに，航空ハブの配置という観点からみれば，UPS社の

場合，中国と香港に偏っているのが他社と異なる点である。

いずれにせよ，世界の国際エクスプレス市場で圧倒的なシェアを保持し

ているのが，サービスの迅速性や定時性を武器とした欧米系インテグレー

ターである。事実，１９９０年代後半から今日に至るまで，その合計シェア（市

場占有率）が世界の各主要地域で軒並み７割前後にも達しており，当該市場

はまさに彼らの寡占状態にある。たとえば，アジア太平洋地域では，３強

のシェアが２００５年の６５％から２０１３年の７５％へと１０ポイントも上昇した。企業

別にその推移をみると，DHL社が一貫して首位であり，シェア自体も同期

間に１１ポイントの増加をして際立っている。第２位は FedEx社で，それに

UPS社が続いている。全体としては，DHL社のシェアが大幅な増大傾向に

あるのに対して，後塵を拝する FedEx社と UPS社の２社は，対照的にいず

れもそのシェアがわずかな増減にとどまり，両社の合計でも DHL社１社の

それに及ばないことが大きな特徴である（表８―５）。このように欧米系インテ

グレーターの活発なビジネス拡大にともない，世界の航空貨物輸送全体の

なかで国際エクスプレス関連の取扱いシェアは，１９９２年時点に総量のわず

か４．１％を占めるにすぎなかったものが，２００１年の１１．８％から２００８年の１３．４％

２００５年 ２００７年 ２００９年 ２０１１年 ２０１３年 ２０１３／２００５

会社名（％）会社名（％）会社名 （％）会社名（％）会社名（％）ポイント増減

１位 DHL 社 ３３DHL 社 ３４DHL 社 ３４DHL 社 ４０DHL 社 ４４ １１

２位 FedEx社２２FedEx社２４FedEx社 ２１FedEx社２１FedEx社２０ －２

３位 UPS社 １０UPS社 １２EMS&Empost社１７EMS社 １４UPS社 １１ １

４位 TNT 社 ７TNT 社 ８UPS社 １０UPS社 １０TNT 社 ４ －３

合計 ７２ ７８ ８２ ８５ ７９ ７

表８―５ 国際エクスプレス市場におけるトップ４企業のアジア太平洋地域シェア推移

（出所） DPDHL 社『Annual Report』（各年版）より筆者作成。
（注） １）２００５年の数値については，DPWN社（Deutsche Post World Net）の『Annual Report』

に基づく。
２）EMS（Express Mail Service）とは，国際スピード郵便のこと。万国郵便連合加盟の
各国郵政庁（日本の場合は日本郵便で，中国では中国郵政集団）がサービスを提供し
ている。

３）Empost社は，１９９７年５月にUAEのドバイで設立されたクーリエ・サービス会社である。
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を経て２０１３年には１７．０％まで上昇している。この間，発送１件当たりの平均

重量も着実に伸びており，１９９２年時点の２．７キログラムから２０１３年の６．６キロ

グラムへと増加した（Boeing２０１４，７）。

第２節 中国進出の加速と航空輸送網の整備

これまでみてきたように，航空貨物輸送の世界でも従前より競合の縮図

が端的に表れているのが同需要の最も高いアジア地域，とりわけ中国市場

であった。２１世紀に入ると「世界の工場」として台頭した中国が，まさに

その主戦場となったからである。この点に関連していえば，欧米系インテ

グレーターである DPDHL 社，FedEx社，UPS社の３社では，対アジア戦

略の一環として，大体２０００年代中頃までは日本への投資が一歩先行する形

であったが，それ以降は日本と入れ替わりむしろ中国への進出がますます

顕著になった。実際，ドイツポストのクラウス・ツムヴィンケル会長（Klaus

Zumwinkel――当時）が２００７年２月に来日したおり，「日本は２００５年まではア

ジア最大の市場だったが，２００６年に中国が１位となりました。」（『経済界』

２００７年３月２０日号，４２）といみじくも語ったことに象徴される。

こうして，上記の欧米系インテグレーターは，おもに日中間と米中間，

ならびに中国国内の物流急増を背景に，相互に競い合いながら主力の国際

エクスプレス部門を軸にして今度は中国市場への攻勢を一段と強めるよう

になってきたのである。

１．積極的な中国市場開拓と強まる競合

欧米系インテグレーター３社は，１９８０年代を迎えると早くも各社一斉に

中国市場への参入をめざした。それは，おおむね１９８４年から１９８８年の出来事

であった。各社の中国進出の歩みについて整理のうえまとめたのが表８―６で

ある。

このうちトップを切った DHL社に関しては，競合他社に先駆けて日本市
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場への進出を果たしていたが，中国に対しても１９８０年時点ですでに進出し

ていた。DHL 社の中国市場への進出は改革開放路線に移行してまだ日も浅

い１９８０年のことであり，中国の国営海運大手の一角を占めるシノトランス

（Sinotrans――中国対外貿易運輸総公司。略称：中国外運）（１２）と貨物輸送の代理

店契約を結ぶことで初めて参入したのである。そして１９８６年１２月に，その

シノトランスと折半出資で合弁会社「DHLシノトランス」を設立し，１９８８

年からは国際エクスプレス会社として中国で最初に同サービス事業を開始

したのであった。

ついで，FedEx社は日本法人の設立年である１９８４年に中国地場の運輸業

者（シノトランスといわれている）との合弁事業の方式で参入し，中国での営

業を開始した。また最後となった UPS社の場合も，１９８８年１０月には他社と

同様，結局はシノトランスと合弁契約を締結することによって対中進出を

図ったのである。

これらの欧米系インテグレーターがいずれもシノトランスと契約を結ん

だのは，当時の中国は依然として外資導入の厳しい規制下にあり，何より

もまずは相手先企業を選定したうえで合弁契約を結び，国内のネットワー

ク作りから始めなければならなかったためである。このため，世界に冠た

る欧米系インテグレーターといえども，当初は一様に中国の地元企業との

合弁事業からのスタートを余儀なくされたのであった。

しかしながら，中国のWTO加盟（２００１年１２月）にともない，中国政府の

規制緩和策に沿って出資規制枠が撤廃されることになった。２００６年３月末

には物流業の外資に対する全面開放政策として，「物流領域の外資導入をさ

らに行う業務に関する通知」が公布された。これにより外資系物流企業，

とりわけ欧米系インテグレーターは，従来からの国際エクスプレス事業参

画に加えて，中国での１００％外国資本企業（独資企業）の会社設立も認可さ

れるようになり，中国のエクスプレス市場にも大きな変化がもたらされた

（日通総合研究所編２００８，２５６）。また２００４年７月に締結された米中航空協定

により，FedEx社と UPS社の両社に対しては，中国国内での航空貨物ハブ

の建設が条件つきながら認められた。

このような情勢変化を受け，物流大手はいずれも２０００年代半ばから中国
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側の持ち株を買い戻すことで独資事業への転換を図ろうとしたのであった。

たとえば，UPS社は２００６年１２月にシノトランスとの合弁企業を１億ドルで

買収することになり，同社は中国GDPのほぼ８割を占める諸地域を結ぶネッ

トワークを一気に獲得した。また FedEx社は，１９９９年１１月に民営の天津大

田航空代理公司（のち２００２年に大田集団――Da Tian W. Group，と改称）と対

等で設立した合弁企業を，２００６年１月に中国側の保有株式５０％および同グ

ループのもつ中国国内エクスプレス・ネットワークを４億ドルで買収する

ことに合意し，翌２００７年には FedEx社の１００％子会社に移行したのである。

一方，DHL社は対照的にシノトランスとの合弁事業を維持するのみならず，

２００３年２月には香港に上場するシノトランスの株式５％を５８００万ドルで取得

してシノトランス最大の外国株主となったほか，５０年の長期にわたる協力

関係を結ぶなど，むしろ同社との強力なパートナーシップ体制をつくりあ

げた。しかし，DHL 社はシノトランスと合弁で１９９６年５月に設立した金鷹

国際貨運代理公司の中国側株式５０％を買い取り，２００７年１２月には完全独資の

企業にした。その結果，DHL社は中国国内における航空貨物輸送のライセ

ンスを外国企業としては初めて獲得したのである。

つづいて，欧米系インテグレーターは中国市場への航空機乗入れを実現

させた。その動きをみると，FedEx社は１９９５年に６７５０万ドルの代価を支払

い米国エバグリーン・インターナショナル航空（Evergreen International

Airlines: EIA社）（１３）を買収することで合意，翌１９９６年３月には同社から米中

間の貨物便運航権益を取得した。EIA社は当時，米中間に直行便を飛ばす唯

一の貨物航空会社であった。その結果，FedEx社が自社機による定期便を

中国（北京・上海）に就航させた初の欧米系インテグレーターとなった（李

２０１５，９６）。

ついで，UPS社は２０００年１１月に米国運輸省から FedEx社，ノースウエス

ト航空（Northwest Airlines: NWA 社），ユナイテッド航空（United Airlines:

UA社）に続き中国市場への乗入れが認められるに至った。そしてUPS社は

翌２００１年４月には米国＝北京間の直行貨物便第１便を中国側と共同で就航

させ，さらに２００５年４月に同社では初めて中国への直行便の権益を獲得し

た（銭・呉２００８，４５，９５）。
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とくに，これら米国の FedEx社と UPS社の２社については，２００４年７月

の米中航空協定により，米国運輸省が米中間の航空便の増強につながる新

規乗入れ会社と貨物便新規枠の配分を表８―７のように公表した。すなわち，

DHL社と提携関係にある PAC社の米中航空路線への新規乗入れが認められ

るとともに，２００４年と２００５年両年における貨物便の追加配分枠が FedEx

社と UPS社の２社に対しては週１２便と他の航空会社に比べ多めに割り当て

られるに至った。

当該航空協定では，旅客・貨物ともに米中間の輸送枠が大幅に拡大し，

米中間の航空便数は，向こう６年後の２０１０年までに現行の週５４便（うち貨物

便は２０便）から週２４９便（うち貨物便は１３１便）へと約５倍増にすることになっ

た。また，相手国内のゲートウエイ地点で大型機から中小型機へ機材を変

更（１４）して相手国内の別地点を含む以遠地点へ輸送することや，先にも触れ

たように貨物ハブ地点を相手国内に一定条件（週７２便以上の運用）のもとに

設立すること（２００７年以降）なども認められた。これに加えて，２００７年５月に

ワシントンで開催された第２回米中戦略経済対話（US-China Strategic Economic

Dialogue――通称，SED）では，２０１１年までに中国航空貨物市場への米国のア

クセスを実質的に完全自由化することが取り決められたのであった。

他方，DHL 社の場合は，最初の段階では NWA社との協力関係をテコに

航空会社２００４年７月現行権益
２００４年以降 ２００５年３月２５日

以降利用可能 追加
配分枠

２００５年３月
時点合計

２００６年３月
時点合計

各社申請 配分枠 各社申請 配分枠

FedEx社 １１ １２ ６ ６ ６ １２ ２３ ２６

UPS社 ６ ６ ６ ６ ６ １２ １８ ２１

NWA 社 ３ ５ ３ ５ ３ ６ ９ １２

PAC社 ０ ６ ６ ３ ３ ９ ９ １２

合 計 ２０ ２９ ２１ ２０ １８ ３９ ５９ ７１

表８―７ 米中航空交渉に基づき米国運輸省が公表した新規乗入れ会社と貨物便新規枠の配分
（単位：便数／週）

（出所） 辻本博圭（２００５）「伸びる航空貨物と中国展開」航政研シリーズNo．４４８に一部加筆の
うえ筆者作成。

（注）２００４年の米中航空交渉では，中国系航空会社からの米国路線増便要求は出ていなかった
模様である。
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２００１年７月以来，その貨物子会社であるノースウエスト・エアラインズ・

カーゴ（Northwest Airlines Cargo: NWAカーゴ社）のシンシナティ線貨物便の

スペースを活用して米中間の輸送能力を強化することに注力した。その後

においては，PAC社の株式取得による業務提携で，米国＝中国を含むアジ

ア太平洋地域間の輸送力を向上させ，国際航空ネットワークの拡充を図っ

た。また中国に対しても自社機ではなく，もっぱら提携関係にある AHK

社の保有する航空機を主力とする方針が採用されてきたのである。

２．上海浦東国際空港の航空ハブ強化

欧米系インテグレーターの中国展開をみると，自社のグローバルな航空

ネットワークを最大限に効率よく運用するため，中国国内の集配ネットワー

クとうまく連結させるべく，次のステップとして航空ハブの建設に向け乗

り出した。前節でも述べたように，各社が競い合って中国の主要空港に新

たな拠点（ハブ）をつぎつぎと構築してきているのである（表８―６参照）。

FedEx社の場合，中国側との３年にもわたる交渉の末，２００６年１月に新

ハブの着工にこぎつけた。そして，懸案だったアジア太平洋地区ハブのスー

ビック湾から広州白雲空港への移転が完了し，始動したのは２００９年２月の

ことであった。当初は移転先として香港空港を考えていたようであるが，

同地の航空権益を思うように取得できなかったのみならず，香港空港はキャ

セイパシフィック航空の本拠地であるために，同社への保護を目的とした

厳しい規制が存在する，などの理由で見送られたという（２０１５年１０月１０日，

米国メンフィスでの FedEx社員に対するヒアリング）。新ハブへの移転を契機

に，従前のスービック湾を起点とするフェデックス・アジアワンも広州市

を中心とする中国発着のものになった。

また，欧米系インテグレーター各社が中国の堅調な貨物需要を見据えて

中国路線への投入を加速させており，貨物便ではその拠点として上海浦東

空港にますます集中してきていることが特徴に挙げられる。それを証明す

るかのように，今や同空港が中国発着荷動きの核心的な存在になっている

との戦略的観点から，そこでの新たな航空ハブ構築が際立っているのであ
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る。

上海浦東空港は，中国建国５０周年を迎えた１９９９年１０月に開港し，今日では

週８００便余りの航空機が発着し，滑走路４本を擁している。うち第３滑走路

は２００８年３月に，第４滑走路は２０１４年末に完成して２０１５年３月よりそれぞれ

供用を開始している。目下，第３期の拡張工事が２０１５年１１月から着工され，

４年後に完工の予定である。２０１５年における上海浦東空港の航空貨物取扱

量全体（国内貨物，国際貨物の合計）は３２７．４万トンであって中国最大の実績

に加えて，世界でも香港，米国のメンフィスの両空港に次ぐ第３位である

（速報値）。また上海浦東空港は開港以来，欧米系インテグレーターを含む

外国の航空会社にとって中国市場への参入を果たすうえでの橋頭堡であっ

た。たとえば，外国の航空会社は２００３年から２００９年の期間において，同空港

の国際航空貨物取扱量のなかで一貫して平均６０％以上の割合を占め，その

うち２００６年には７６．５％と最大の割合となった（『中国物流年鑑』２０１０，２５１）。

この浦東空港エリア内には，旅客・貨物便で利用されている東地区と，

貨物便が集約されている西地区という，おもにふたつの貨物ターミナルが

配置されている。駐機スポット数についてみると，東地区の１２スポット（う

ち最新鋭貨物機 B７４７―８F型対応は６スポット）に対し，西地区では３８スポット

（同８スポット）を数え，西地区の方が圧倒的なスポット数であり，貨物便

の利便性も高いといわれる（『日刊 CARGO』２０１５年４月２７日）。

第３滑走路に面した西地区貨物ターミナル（２０１０年９月に運用を開始した上

海浦東空港総合保税区内に立地）には，欧米系インテグレーターすべてが入居

しており，UPS社が２００８年１２月に大型国際ハブを，ついでDPDHL社が２０１２

年６月に北アジアハブをそれぞれ開設し，稼働し始めている。さらに，FedEx

社は米国以外で最大となる施設「上海インターナショナル・エクスプレス・

アンド・カーゴハブ」の整備を進めており，２０１７年早期の稼働を予定して

いる。規模は１３．４万平方メートルと，広州のアジア太平洋地区ハブ（８．２万

平方メートル）を大きく超える。投資額は１億ドル以上と見込まれ，今後２０

年にわたる市場の成長などにも十分対応できるような施設とする計画であ

る（『日刊 CARGO』２０１４年４月９日）。これが完工すれば，近い将来上海浦東

空港は世界でも類がない欧米系インテグレーターが揃って貨物ハブを構え
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るという稀有な空港となる（『上海空港』第１６期２０１３，９４）。同空港はまさに

欧米系インテグレーターの一大拠点ともなりつつあるといえよう。

しかしながら，上海浦東空港をはじめ，北京首都国際空港，広州白雲空

港など中国の主要な空港はすべて混雑空港であり，発着枠の不足が指摘さ

れている。つまり，発着枠が軒並み満杯近い状態にあることから，たとえ

各空港への離発着権を取得できたとしても，スロット（発着枠）を十分に確

保できるかどうかが，実際のビジネス拡大には大きなカギを握っている。

しかも，スロット配分の責任部署が中央政府の中国民用航空局か地方管理

局かで曖昧なままになっているケースが多く，分配のルールやプロセスも

不明確だといわれる。このことは，中国における航空運輸行政の問題点の

ひとつでもある。さらに，航空ハブを開設すると確かにトランジット貨物

の機能は認められるにせよ，輸出入の貨物通関を決める権限は地元の税関

にあるため，中国民用航空局との話し合いで調整を続けているだけでは迅

速に通関処理ができないというジレンマが残る。その意味でも，各社が厳

しい競争条件のもとで，どのようにマルチ・ハブ戦略と絡め中国市場への

浸透を図っていくのか，今後の対応が試されている。

３．日中間における航空貨物輸送

エクスプレス商品をはじめとする航空貨物の荷動きや輸送会社の動向を

把握するうえで重要なのは，欧米系インテグレーターがこれまで対アジア・

中国航空輸送ネットワークをどう整備し，かつ拡張してきたかを知ること

である。そのための手掛かりを与えてくれるひとつが，貨物便路線の延伸

や直行便の便数拡大などを示すフライトスケジュールである。

しかし，インテグレーターの航空輸送ネットワークを分析する際に遭遇

する最も困難な問題は，データ収集の制約にあるといっても過言ではない。

一般的にはそうした場合によく利用される資料が，OAG（Official Airline

Guide）Cargoとして毎月発行されている『Cargo Guide Worldwide』である。

同誌上では月ごとに，どこの航空会社が A 空港から B空港へ週何便（曜日

と発着時刻を含む）飛んでいるかといった基本情報が掲載されている。しか
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しながら，このフライトスケジュール表のデータベースには，FedEx社や

UPS社など欧米系インテグレーターのフライト情報が一切記載されていな

い。それは企業の方針として，以前からそうしたデータに対しては完全に

非公開扱いとしているためである。

そこで上記のような状況にかんがみ，日本の二大空港である成田空港と

関西空港の運営会社から提供を受けた欧米系インテグレーターの動向をも

含む「航空機運航実績」に依拠し，日中間の運航路線に限定してその運用

状況を調べた。表８―８は欧米系インテグレーター各社の両空港発着便のおも

な対中国路線（上海，深�，広州，北京）を洗い出し，その貨物専用便フライ

トスケジュールを整理したものである。これは，両空港での２０１４年１１，１２月

現在の週間スケジュール（計画ベース）を基に作成したものである。もとよ

り欧米系インテグレーターは，そのフライトスケジュールを変更したりす

ることも多く，また取扱い貨物が自社機を飛ばすほど集まらないような場

合には既存の航空会社の定期便に搭載させるなど，臨機応変に対応してい

るといわれる。とはいえ，それを概観することによって少なくとも当該時

点での各社の重点志向を把握するのは可能である。

そのため，ここでは FedEx社や UPS社などに絞り，その流れを理解する

ために，表８―８から日中間の主要な路線方向を週便数の多い順（ほぼデイリー

フライト相当の週６便以上）に抜き出したのが，表８―９である。あわせて，過

去１０年間の変化を把握するために，成田空港での２００５年１１月および２０１０年１１

月の２時点を比較した。

こうした貨物便の動きから明らかになった点は，２０１４年１１月におけるFedEx

社の運航路線では上海浦東空港発，関西空港着の便が週１２便，また成田空

港発，上海浦東空港着の便が同じく週１２便と最多であり，いずれも国際ハ

ブのある広州路線を上回っていたことがわかる。それについで，広州白雲

空港発，成田空港着の便が週１０便（１５）と比較的多かったことである。また２００５

年以降を時系列的に捉えると，成田空港発，上海浦東空港着の便と２００９年

２月の広州ハブ設置後では広州白雲空港＝成田空港往復便が目立っている。

これに対して UPS社の場合は，成田および関西の両空港とも上海浦東と深

�宝安の両空港のあいだで到着便，出発便いずれも週６便とほぼ毎日１便
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空港 航空会社
到着便

便名 出発地 機材 運航曜日（出発時）出発時刻
到着
時刻

成

田

FedEx社

FX１２ パリ＝上海 B７７７F ・月・・・・・ ７００

FX６０ 上海 B７７７F ・・火水木金・ ７５０
MD１１ ・月・・・・・ ８３０

FX５０６０ 上海＝関西 B７７７F ・・・・・・土 １０４５
FX５６０８ 広州 MD１１ ・月・・・・・ ７００

MD１１ ・・火水木金・ ７３５
B７７７F ・・・・・・土 ８５０

FX５０４０ パリ＝広州 MD１１ ・・・水木・・ ９０５
B７７７F ・・・・・金・ ９１０

FX５７７４ マニラ＝広州 B７７７F 日・・・・・・ １２００

関

西

FX６０ 上海 MD１１ 日・・・・・・ ０３０
上海＝成田 B７７７F ・・火水木金・ ２３４５
上海＝成田 MD１１ ・月・・・・・ ２３５０

FX５２４０ 仁川＝上海 MD１１ ・・火・・・・ ６２５
FX５０６０ 上海 B７７７F ・・・・・・土 ７２０

FX２８ 上海 B７７７F ・・火水木金・ ２３４５
FX５２３０ メンフィス＝深� B７７７F ・・・水木金土 ０４０
FX６２０８ パリ＝広州 B７７７F 日・・・・・・ ３０５
FX５７７８ メンフィス＝広州 B７７７F ・月・・・・・ ７０５

広州 MD１１ ・・・水木金・ ７４５
FX５７５８ ロサンゼルス＝広州 B７７７F ・・火・・・・ ７４５
FX５０４０ パリ＝広州 B７７７F ・・・・・・土 ８３０

成田

UPS社

５X１０９ 上海 B７６７F ・・火水木金・１６２５２００５
・・・・・・土１６２５２０３５
日・・・・・・１８０５２１４５

５X１１９ 深� B７６７F ・月・・・・・２２０ ７００
・・火水木金・３３０ ８１０

関西

５X１０５ 上海 B７６７F ・月火水木金・１９００２２１０

５X１２７ 深� B７６７F ・・・・・・土 ― ７４５

成田 PAC社

PO２１２ 上海 B７４４F ・・火水木金・４２５ ８００
・・・・・・土５００ ８３５

PO２３２ 上海 B７６３F 日・・・・・・５５０ ９２０

PO９３５ 仁川＝深� B７４４F 日・・・・・・１４０ ６２５

表８―８ 欧米系インテグレーターによる日本（成田・関西）＝中国間

（出所） 成田国際空港と関西国際空港の航空機運航実績に関するデータ（両空港運営会社提供）
および JPサンキュウグローバルロジスティクス（株）「国際線時刻表（FUJI AIRWAYS
GUIDE）」２０１４年１２月号より筆者作成。

（注） １）成田国際空港は２０１４年１１月２日（日）～８日（土），関西国際空港は２０１４年１２月１～３１
日の週間スケジュール。ただし，本スケジュールは計画ベース。

２）DHL 社は PAC社に出資するとともに，親会社である AAWW社とのあいだで戦略
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出発便
備考出発

時刻
到着
時刻 運航曜日（出発時） 機材 路線 便名

１２０５ 日・・・・・・ B７７７F 上海 FX８７ 北京経由
成田＝北京＝上海

１４３０ ・月・・・・・ B７７７F 上海 FX１５
１６００ ・・火・・・・
１７００ ・・・水木金・
１８００ ・・・・・・土
１６１５ ・・・水木金・ B７７７F 上海 FX３１
１７００ ・・・・・・土 MD１１ 上海 FX８５
１７００ 日・・・・・・ B７７７F 広州 FX５１５７ 成田＝広州＝バンコク
２２００ ・月・水木・・ MD１１ 広州 FX５１５３
２２００ ・・火・・金土 B７７７F
２２２５ 日・・・・・・ B７７７F 広州 FX１５７ 成田＝上海＝広州
１１００ ・・・・・・土 B７７７F 深� FX５１５４ 仁川経由

成田＝仁川＝深�
０１１０ ・・・水木金土 B７７７F 上海 FX９０＆FX９６ 関西＝上海＝メンフィス
１７５０ ・・火・・・・
０１１５ ・・火・・・・ B７７７F 上海 FX１９９
１２４５ ・・火・・・・ MD１１ 北京 FX１９ 関西＝北京＝仁川
１３１０ ・・・水木金・ 同上
１４０５ ・・・・・・土 同上
１５５５ ・・・・・・土 B７７７F 広州 FX５１９２
２２３５ ・・・水木金・ MD１１ 広州 FX５１９９ 関西＝広州
２２３５ ・月・・・・・ B７７７F 広州 FX５１９９ 関西＝広州＝フランクフルト
２２３５ ・・火・・・・ MD１１ 広州 FX５１９９ 関西＝広州＝バンコク

７００ ９３０ ・・火・・・・ B７６７F 上海 ５X１２８

１１２０ １３５０ ・・・水木金・ B７６７F 上海 ５X１０８
１１５０ １４２０ ・・・・・・土
１２５０ １５２０ 日・・・・・・
２１４０ ― ・月・・・・土 B７６７F 深� ５X１１８
２１４５０１５５＋１・・火水木金・
１２５５ １４２０ ・・・・・・土 B７４７F 上海 ５X８０
１４２０ １５５５ 日・火水木金・ B７６７F 上海 ５X１０４
１９１５０１５５＋１・月・・・・土 B７６７F 深� ５X１１７ 成田経由
１９２５ ― ・・火水木金・ 関空＝成田＝深�
１９００ ― ・・・・・金・ B７４４F 上海 PO９６３ 成田＝深�＝上海
２１３５ ２３３５ 日・・・・・・ B７４４F 上海 PO９５８
２１４００２２５＋１・・火水木・・ B７４４F 上海 PO２１１ 成田＝名古屋＝上海
２１４５０２２５＋１・月・・・・・ 同上
２２０５０２４０＋１・・・・・金・ 同上
２２０５０００５＋１・・・・・・土 B７４４F 上海 PO２１３

のフライトスケジュール
（２０１４年１１，１２月現在）

的パートナーシップ契約を締結済み（２００６年１０月）。
３）PAC社は成田・中部国際空港への定期便があるものの，関西国際空港には未就航。
４）時刻はすべて現地時間で，＋１は翌日着を表わす。
５）FedEx社の到着便における出発空港の出発時刻，出発便における到着空港の到着時
刻は不明。
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が運航されている状況にある。その傾向は，過去１０年来ほとんど変わって

いないことがうかがえる。

一方，DHL 社と提携関係にある PAC社については，表８―８に示したよう

に，日本からの中国路線では上海浦東空港発，成田空港着の便が月曜日を

除く週６便，逆に成田空港発，上海浦東空港着の便が週８便（１６）それぞれ運

航されている。さらに，韓国の仁川国際空港から深�宝安空港を経由して
成田空港に向かう貨物便が日曜日に週１便だけ飛んでいる状況にあった。

いずれにせよ，米国＝アジア路線では今日，同区間（とくに米国＝中国間）

の輸送力が一気に拡大している半面，米国＝成田間のシェアが縮小傾向に

あるといわれる。従来は成田空港が積替え拠点としての地位を維持してい

たものの，韓国や中国での積替え増加，米国からアジア（中国）への直行便

増加などの要因により，貨物取扱いの割合が低下してきたことが背景とし

て指摘される（『日刊 CARGO』２０１５年１１月１９日）。したがって，インテグレー

ター各社による米中間の貨物直行便の動きを少しでも捕捉することで，そ

インテグレーター 到着・出発便 路線区間 ２００５年１１月 ２０１０年１１月 ２０１４年１１月

FedEx社 到着便 上海→関西 ― ― １２

広州→成田 ０ ８ １０

上海→成田 ６ ９ ７

広州→関西 ― ― ７

出発便 成田→上海 ９ ９ １２

成田→広州 ０ ８ ８

関西→上海 ― ― ６

関西→広州 ― ― ６

UPS社 到着便 上海→成田 ６ ６ ６

出発便 成田→上海 ６ ６ ６

関西→上海 ― ６ ６

成田→深� ３ ６ ６

関西→深� ― ６ ６

表８―９ 欧米系インテグレーターのおもな日中間運航路線と週便数の推移
（単位：便数／週）

（出所） 成田国際空港株式会社および新関西国際空港株式会社より提供された航空機運航実績
に関するデータを基に筆者作成。
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の実態解明に近づけていくことが求められている。

おわりに

本章では欧米系インテグレーターに焦点を当て，今後も顕著な伸びが見

込まれるアジア市場に対する３社の戦略と進出過程について明らかにした。

加えて，アジア地域のなかでも貨物需要のとくに高い中国への航空輸送網

の拡張および拠点（ハブ）の構築に向けた取組みと事業展開に関して考察し

た。とくに，上海浦東空港が今や中国発着荷動きの重要な存在になってい

るとの戦略的観点から，欧米系インテグレーターのすべてが上海浦東空港

に貨物ハブを構えるか，または構えようとし，まさに欧米系インテグレー

ターの一大拠点となりつつあることを指摘した。

とはいえ，中国経済の減速傾向が一段と鮮明になるなかで，中国を取り

巻くアジア周辺地域の状況や世界情勢が大きく変わろうとしている。たと

えば，２０１５年１０月に加盟１２カ国からなる環太平洋経済連携協定（Trans-Pacific

Partnership: TPP）が参加国で合意し，同年１２月末には ASEAN経済共同体

（ASEAN Economic Community: AEC）を柱とする ASEAN共同体が正式に発

足した。その一方で，中国が推し進める「一帯一路」構想は，アジアイン

フラ投資銀行（Asian Infrastructure Investment Bank: AIIB）の正式開業（２０１６

年１月）とともに具体的に動き始めている。いずれも，アジア地域の航空貨

物輸送市場の今後の動向に多大な影響をもたらす要因であろう。

こうした新たな広域経済圏の本格始動のもとで，欧米系インテグレーター

がその強固な国際航空貨物輸送ネットワークを生かしながら，活発な域内

貿易や第三国経由での３国間貿易などアジア地域で広がる大きな商機をつ

かむために，さらなる事業展開をどう推進していくのかが問われていると

ころである。また，中国市場をめぐっては，ネット通販など電子商取引

（Electronic Commerce: EC）の急成長にともない国内エクスプレス事業にも

本格的に参入しつつある。これらの点は今後に残された課題として改めて

考察することにしたい。
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〔注〕
�１ ２０１５年の航空貨物輸送実績のうち，航空貨物取扱量に関しては第１位の FedEx
社が７０８．７万トン，第２位の UPS社が４４８．２万トンで前年までと順位が変わらないも
のの，航空貨物輸送量では，アラブ首長国連邦（United Arab Emirates: UAE）のエ
ミレーツ航空（Emirates）が FedEx社に次ぐ第２位となり，UPS社は前年同様，第
３位であった。国際貨物にかぎってみると，エミレーツ航空が航空貨物輸送量およ
び航空貨物取扱量ともに２０１２年から２０１５年は，首位を維持している。

�２ 三大インテグレーターの会社概要と発展過程および各社のもつ強みと特徴の詳細
に関しては，小島（２０１５，２―６）および２７１ページのコラムを参照。DPDHL社はもと
もとは DHL社であったが，２００２年１２月にドイツポストが子会社化し，２００９年３月に
DPDHL 社に社名変更した。本章ではDHL社とDPDHL社を使い分ける。また本章
では，これら三大インテグレーターを欧米系インテグレーターとして議論する。

�３ 日本の航空輸送が戦後開始されて間もない１９５２年８月，日本にとって初めてとな
る日米航空協定が締結され，翌１９５３年９月に発効した。米軍占領下で結ばれた当該
協定により，米国側は東京国際空港（羽田空港）乗入れ３社（ノースウエスト航空，
パンナム航空，フライング・タイガー航空）と無制限の以遠権を入手するなど，日
本側の運航権益とのあいだに重大な不平等の内容が長いこと存在してきた。

�４ １９４５年６月に米国初の航空貨物輸送および契約輸送会社として発足した。１９６９年
９月に米国内から太平洋を越えて初めて日本へ乗り入れ，「Route＃１６３」と呼ばれる
環太平洋ルートの貨物専用便を運航し始めたのを皮切りに，韓国，香港，台湾，フィ
リピンなどにも路線網を拡大した。１９８０年１０月に大西洋路線のシーボード・ワール
ド航空（Seaboard World Airline: SBW社）を買収したことで，世界最大の貨物専門
航空会社にまで成長した。

�５ 日米航空協定において日米間，および以遠区間の路線や便数を企業の自由意思で
設定できる航空会社（先発企業）のことをいう。かつて日米間太平洋路線において
先行進出したことによる既得優遇権益をもつ米国と日本のエアラインを指す（『SPACE』
２０１４年３月号，６）。
�６ 日米航空交渉での１９８９年暫定合意（８９MOU: Memorandum of Understanding）に
より，日本側（日本航空）のシカゴ貨物便乗入れが認められるのと引き換えに，米
国側は後発企業である UPS社の日本参入などの権益を獲得した。
�７ IATA で認められた運輸権のひとつであり，「第三国の領域に向かう貨客を他国の
領域で積み込み，または第三国の領域からの貨客を他国の領域で下す自由」（坂本・
三好１９９９，２６）を指す。通常は「以遠権」とも呼ばれ，たとえば，米国から香港を
経由して第三国に輸送することである。

�８ １９７９年２月の開港当時は中正国際空港と呼ばれていたが，２００６年９月に台湾桃園
国際空港へと名称が変更された。

�９ 主要１１都市とは，東京，大阪，ソウル，台北，高雄，香港，マニラ，セブ，クア
ラルンプール，ペナン，シンガポールである。

�１０ DPDHL 社のエクスプレス部門であるDHLエクスプレス社は，太平洋横断ルート
の航空戦略の一環として，２００６年１０月に米国のアトラス・エア・ワールドワイド・
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ホールディングス（Atlas Air Worldwide HD: AAWW社）傘下のポーラーエアカーゴ・
ワールドワイド（Polar Air Cargo Worldwide: PACW社）の株式４９％を１億５０００万ド
ルで取得した。あわせて世界の航空貨物市場において，PACの航空機使用に関する
長期保証（２０年間）を得る戦略的パートナーシップ契約も締結済みである（『CARGO』
２００７年８月号，４２―４６）。
�１１ 日本工業規格（JIS）オペレーションズ・リサーチ用語（Z８１２１―１９６７）では，「科学
的方法および用具を体系の運営方策に関する問題に適用して方策の決定者に問題の
解を提供する技術」と定義され，「運営研究」という訳語を当てている。
�１２ シノトランスは，中国のフォワーダー最大手としておもに国際フォワーダー業務
を行っており，中国最大級の物流企業でもある。２００９年３月にシノトランスとそれ
まで武漢（湖北省）に本社のあった中国長江航運（集団）総公司とが合併し，中国
外運長航集団有限公司（Sinotrans & CSC Group）となっていた。しかし，２０１５年末
に実施された大型国有企業同士の企業再編により，招商局集団（China Merchants
Group）が同グループを完全子会社化した。

�１３ １９７５年に設立された貨物航空会社で，米国オレゴン州マクミンヴィルが本拠地で
あった。２０１３年１２月には連邦倒産法第７章に基づき破産申請した。
�１４ この動きはチェンジ・オブ・ゲートと呼ばれる。
�１５ うち３便はパリ空港から広州白雲空港を経由して成田空港に向かう便，また１便
はマニラ空港から広州白雲空港を経由して成田空港に向かう便である。

�１６ うち５便は名古屋空港を経由する便，また１便は深�宝安空港を経由する便である。
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極投資 邦人３社が国際エクスプレス会社」『CARGO』２５（２） ２月 ８―２２．
木下達雄 １９９９．『国際航空貨物運送の理論と実際』同文館出版．
―――２００４．「航空貨物商品と市場の展望―航空貨物商品の多様化とこれからの市場に

備えて―」小林晃編「産業経営動向調査報告書 第２８号」日本大学経済学部産業
経営研究所 ３３１―３５３．

国土交通省 ２０１５．『交通政策白書』国土交通省．
小島末夫 ２０１５．「三大インテグレーターの航空輸送ネットワークとアジア展開」池上�

編『アジアの空港と航空物流』アジア経済研究所 １―１６．
坂本昭雄・三好晋 １９９９．『新国際航空法』有信堂高文社．
塩見英治 ２００６．『米国航空政策の研究―規制政策と規制緩和の展開―』文真堂．
JPサンキュウグローバルロジスティクス 各月号．「FUJI AIRWAYS GUIDE 国際線時刻

表」フジインコーポレーテッド．
高橋望 １９９９．『米国航空規制緩和をめぐる諸議論の展開』白桃書房．
�本博圭 ２００５．「伸びる航空貨物と中国展開」航政研シリーズ No．４４８ 航空政策研究

会．
日通総合研究所編 ２００７．『ロジスティクス用語辞典』日本経済新聞出版社．
―――２００８．『実務担当者のための最新中国物流』大成出版社．
ロバート・A・シガフーズ １９８６．上之郷利昭訳『空飛ぶ宅配便 フェデラル・エクスプ

レス―世界の物流革命をリードする燃える集団』TBSブリタニカ（Robert A.
Sigafoos, Absolutely Positively Overnight: Wall Street’s darling inside and up close,
Memphis: St. Luke’s Press,１９８３）．

＜中国語文献＞
国家発展和改革委員会経済運行調節局・南開大学現代物流研究中心編 ２００９．『中国現代

物流発展報告』北京 中国物資出版社．
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交通部民用航空局編 各年版．『民航統計年報』台北 交通部民用航空局．
李 巍 ２０１５．『快逓来了：順豊速運与中国快逓行業３０年（全新省級版）』北京 中国鉄

道出版社．
牛魚龍主編 ２００６．『美国物流経典案例』重慶 重慶大学出版社．
銭睿・呉 訳 ２００８．『変中求勝 UPS百年成功之道』北京 機械工業出版社（Mike

Brewster, Frederick Dalzell.２００７. Driving Change: The UPS Approach to Business.
New York: Hyperion）．

呉念祖主編 ２０１３．「全球航空貨運三巨頭斉聚上海浦東国際機場」『上海空港』１６ ５月
９４．

―――２０１３．『機場建設管理的理念，組織和方法』上海 上海科学技術出版社．
張安明・許宏量・張恵民等 ２００５．『中国航空貨運』北京 航空工業出版社．
中国物流与採購連合会編 各年版．『中国物流年鑑』北京 中国財富出版社．
中国物流与採購連合会・中国物流学会編 各年版．『中国物流発展報告』北京 中国財富

出版社．

＜英語文献＞
ACI（Airports Council International）.２０１５. World Airport Traffic Report. Geneva: ACI.
Air Cargo Management Group.２００５. International Air Freight and Express Industry Perf

ormance Analysis. Seattle: Air Cargo Management Group.
Boeing World Air Cargo Forecast Team. ２０１５. “World Air Cargo Forecast２０１４―

２０１５.” Seattle: The Boeing Company.（http://www.boeing.com/commercial/market/
cargo-forecast）.

Bowen Jr., John T.２０１２. “A spatial analysis of FedEx and UPS: hubs, spokes, and network
structure.” Journal of Transport Geography２４:４１９―４３１.

Cosmas, Alex and Bastien Martini.２００７. UPS and FedEx Air Hubs: Comparing Louisville
and Menphis Cargo Hub Operations. Boston: Massachusetts Institute of Technology.

Deutsche Post DHL. 各年版. Annual Report.
Flying Tiger Line Inc. n.d. “Flying Tigers１９４５―１９８９―A legend in air cargo .” Flying Tiger

Line Inc.
IATA（International Air Transport Association）. 各年版. World Air Transport Statistics.

Montreal: IATA.

＜雑誌・新聞＞
『CARGO』２００６．「DHLのネットワーク―全世界でエアハブ施設の整備推進」２３（８） ５

月 １６―１９．
『SPACE』１９９６．「世界制覇めざすインテグレーター UPSの素顔」２６（１１）１１月 ６―１０．
―――２００２．「UPS Yamato Express クラーク・ハブ稼働でアジア戦略網を完成」３２（６）

６月 １０―１２．
―――２０１４．「大競合時代を迎えたアメリカ航空業界」４４（３） ３月 ４―１１．
―――２０１５．「激増する越境 EC物流に航空業界も力こぶ」４５（５） ５月 ４―１１．

第８章 欧米系インテグレーターのアジア市場戦略と対中国事業展開

269



『日刊 CARGO』２０１４．「国際エクスプレスハブ 世界で能力増強計画進む」４月９日．
―――２０１５．「DHL エクスプレス 星港で大型ハブ投資」３月１０日．
―――２０１５．「DHL エクスプレス 大型機で世界の輸送力強化」７月２８日．
―――２０１５．「米オープンスカイ政策で講演」１１月１９日．
『荷主と輸送』２０１１．「DHL Expressのアジア戦略」３８（４） ７月 ３３―３５．
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（コラム�）欧米系三大インテグレーターの概要

FedEx 社は１９７１年６月に設立され，１９７３年４月から小口の急送貨物サービスを開

始した。創業者は元海兵隊員のフレデリック・スミス（Frederick W. Smith），現会長・

社長兼最高経営責任者（Chief Executive Officer: CEO）である。業界初となるハブ・ア

ンド・スポークシステムを航空輸送分野に導入した人物でもある。持ち株会社とし

てのFedEx Corporation がグループの親会社であり，従業員３０万人以上を抱え，本社

の所在地は米国テネシー州メンフィスにある。なお，このハブ・アンド・スポーク

システムとは，拠点（ハブ）となる空港・港湾から放射状の路線（スポーク）を展開

させ，拠点間を基幹航路で大量輸送するネットワークを構築，ハブで貨物の積替え

を行う輸送方式のことである。（日通総合研究所編（２００７）『ロジスティクス用語辞典』日

経文庫１１２６，１３９ 日本経済新聞出版社）。

UPS社は，１９０７年８月に当時１９歳のジェームス・ケーシー（James E. Casey）が米

国ワシントン州シアトルでメッセンジャー・サービス会社（American Messenger Co.）

を立ち上げたのが始まりである。１９８０年代まではおもに全米を対象としたトラック

による陸上の小口貨物配送をしていたが，同年代から航空輸送のサービスも始め，

同年代半ばから国際航空輸送部門にも参入した。４０万人を超える従業員を擁し，本

社は米国ジョージア州アトランタである。

DHL社はもともと米国発祥の会社であり，ダルシー（Adrian Dalsey），ヒルブロン

（Larry Hillblom），リン（Robert Lynn）という３人の起業家たちによって１９６９年９月に

創立された。同社の由来は３人の頭文字をとって名づけられ，書類などのクーリエ

貨物を輸送する会社であるDHL Worldwide Express として誕生した。その後，２００２

年１２月にはドイツポスト社（Deutsche Post AG）が同社を完全子会社化した。全従業

員は４８万人であり，本社の所在地はドイツのボンにある。

（小島 末夫）
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